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METI 経済産業省本ペーパーの狙いと位置づけ

狙い
情報家電市場は「新・三種の神器」と並び称されるほど市場を広げているが、長期的に日本経

済をリードし続ける産業群となるためには、なお一層の戦略性と方策が必要。

このため、検討段階にある政策議論用ペーパを一般に公開し、インターネットを通じて広く政策
立案に役立つ情報やアイデアの提供を求める。

基本的な視点
情報家電には「デジタル化の要素」と「家庭内のネットワーク化という要素」の２つがあるが、今

の三種の神器は、必ずしも後者の要素を生かしきれていない。

一方、家電量販店を通じた激しい価格競争と、大手電機・電子メーカーの横並び体質という二つ
の問題から、情報家電の収益力は新・三種の神器と呼ばれるほどには高くない。

第一に、「上質な消費者」がいる我が国でこそ、消費者向け「ライフソリューションサービス」に向
けたイノベーションによって情報家電市場の更なる活性化を図るべきではないか。

第二に、他方で直ちに「ライフソリューションサービス」中心の市場には移行できないことを考え
ると、成長著しい海外市場への展開を強め、コモディテイとしての情報家電市場を量で確保する戦
略も必要ではないか。

第三に、「ライフソリューションサービス」から技術まで多階層化の進んだ市場を見据えて、垂直
連携による摺り合わせの維持とモジュールの強みを生かした水平的な連携の戦略的な組み合わ
せが必要ではないか。

このため、政府は、官民共通の理解の下、以下の取り組みを進めていくことが必要。
①多階層化しつつある情報家電市場の可視化、
②「ライフソリューションサービス」における競争促進と開放的なインフラの整備、
③鍵を握る技術や人材への先行投資、知財保護等の強化、
④高度部材産業集積の維持・強化等新たな産業群の形成
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METI 経済産業省

１．情報家電産業を巡る現状

（１）情報家電とは

（２）情報家電は本当に日本経済を牽引できるのか？

（３）将来に向けた懸念材料

（４）戦略的な見切りを割り切りの必要性



METI 経済産業省１－（１） 情報家電とは

デジタルコンシェルジェは
だれか？（家庭内デジタル家電の

支配者はだれか？）

Source: “Broken Home Gateways ”, Forrester, September 2001 を森川が改造
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■ 情報家電とは

情報家電には、家電のデジタル化という要素とネット家電という二つの要素がある。現在は、通信

端末である携帯電話を除き、専らデジタル化の恩恵を付加した製品が市場で主役である。

（平面パネルTV、DVDレコーダ、デジタルカメラ等）



METI 経済産業省１－（１） 情報家電とは

■ 情報家電の発展段階

情報家電は、デジタル化の段階では、ライフスタイルを変えられない。テレビがテレビであるうちは、生活空間に

何の変化も起こらない。ネットワーク化の段階を経て、遠隔教育、遠隔医療、娯楽提供、安全管理など様々な「ライ

フソリューションサービス」のプラットホームとして機能して始めて、新しい市場を切り開く力を持つ。

第三段階 プラットフォーム化

第二段階 ネットワーク化

第一段階 デジタル化

デジタルカメラ
デジタルビデオカメラ

DVD-HDレコーダ

薄型ＴＶ

携帯電話

情報家電への進化のステップ

機能処理がデジタル化される

インターネットにつながる

「ライフソリューションサービス」提供事業者が参入し、
ＥＣが出来る

STB



METI 経済産業省１－（２） 情報家電は日本経済を本当に牽引できるのか？
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■ 情報家電市場の明るい側面

情報家電をはじめとした我が国ＩＴ産業は、我が国株式時価総額の約１／４。情報家電等のデジタル機器の好調
等により、ソフトウェア・ハードウェア産業ともに、昨年６月以来回復基調が継続。市場全体の成長をリード。

東証１部中の電気機器比率

１４．１％

東証１部中の電気機器比率

１４．１％

* TSX Group also includes TSX Venture market cap 
** Euronext includes Amsterdam, Brussels, Lisbon, and Paris figures
*** JSE South Africa's figures include the market capitalization of all 
listed companies,  but exlude listed warrants, convertibles and 
investment funds

証券取引所時価総額（２００４年３月末）

東証１部中の通信比率

７．６％

東証１部中の通信比率

７．６％

（出典：経済産業省生産動態統計、特定サービス産業態統計調査）
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METI 経済産業省１－（２） 情報家電は日本経済を本当に牽引できるのか？

■ 完成品としての収益力の低さ
他方、情報家電の完成品としての収益力は必ずしも高くない。その利益率を単品毎に見れ

ば、多くの商品が二桁に届いていない。理由の第一は、家電量販店同志の過当競争と販売価
格の下落。背景には、系列販売店網から家電量販店への競争の主導権の移動がある。

■ ＤＶＤプレーヤーの国内出荷数量と平均出荷単価の推移 ■これまでの流通構造変化（チャネル別販売金額構成比）
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METI 経済産業省１－（２） 情報家電は日本経済を本当に牽引できるのか？

■ 完成品としての収益率の低さ

理由の第二は、大手電機・電子メーカの横並び体質である。利益の薄いフルラインアップが維
持されているため、市場全体のパイが広がっているにもかかわらず、重なる事業領域で薄く各社
が利益を分け合う構図に陥っている。
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METI 経済産業省１－（２） 情報家電は日本経済を本当に牽引できるのか？

■ 電気電子部品を巡る現在の好調ぶりと不安

特定のＬＳＩや半導体製造装置など、部品産業や製造装置産業などの上流工程を主とする事業は、

現在高い収益率を上げている。しかし、国内企業が提供してくれる下流市場の成長は鈍化、在庫も

積み増し局面に入るなど、将来を見れば、不安要素は少なくない。

■ 総合家電メーカー１０社と電気・電子部品メー
カーの売り上げ、利益率比較（２００４年３月期）

■ 電子部品・デバイスの在庫循環
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METI 経済産業省１－（３） 将来に向けた懸念材料

■ アジアを中心とするオープンアーキテクチャに基づく低コスト生産ネットワーク
情報家電のReference Kitが出回るようになれば、情報家電の技術情報やノウハウが海外に流

出してしまう。内容をブラックボックス化してきた日本企業の比較優位が相対化しないか。

■ 機器のネットワーク化に伴う漁夫の利の恐れ
「パソコンのDOS/V化」は、OSという市場に大きな漁夫の利を残した。同じ現象は起こらない

か？
■ ブロードバンド端末はＰＣの延長線上に来てしまうのではないか

ＰＣをベースとした電子商取引は急速に広がっている。このままでは、日本の優位性の乏しいPC
がブロード端末のデファクトスタンダードになるのではないか。

■ ＰＤＡ向けの半導体をセールするためのReference Kit ■ インターネットの登場で急速に広がったＰＣ
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METI 経済産業省１－（４） 戦略的な見切りと割り切りの必要性

■ 現在の閉塞状況への対応

このままでは、デジタル化で好調な現在の「新・三種の神器」の市場でも、アジア企業等に対し優

位性を失うおそれがある。さりとて、ネットワーク化以降の段階に進むことも出来ていない。ネット

ワーク化段階へ早期移行する道筋、デジタル化の段階における優位性を向上させる道筋、二つの

戦略を同時に追求する必要がある。

■ ネットワーク化、プラットフォーム化の段階に早く移行するための戦略

第一に、ネットワーク化の段階に加速的に移行し、情報家電としての差別化を決定的なものとす

る戦略である。そのためには、情報家電という機器・技術だけでなく、それを使って家庭向けに提

供される様々な「ライフソリューションサービス」を意識的に活性化させることが不可欠である。

「ライフソリューションサービス」の活性化と機器・技術の進化は、鶏と卵の関係にある。今の機

器・技術における比較優位を守ることに固執していれば、その間に家電化を進めるＰＣがこうした

サービスの市場を席巻する可能性がある。現に、ＰＣをベースとした電子商取引は急速に拡大を

続けている。

■ デジタル化段階における優位性を向上させる戦略

第二に、デジタル化段階において、成長する海外市場を獲得し、上流の強みを更に活かすことで

価格対性能比の優位を保ち、それを更なるシェア拡大につなげていくアプローチである。

そのため、国内の企業がまず必要な事業の選択と集中を行い、その上で、技術開発の推進、上

流企業との戦略的な連携や、海外の競合企業に対する戦略的な知的財産管理を進めていくこと

が不可欠である。
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２．戦略Ⅰ：

「ライフソリューションサービス」

におけるイノベーションを核とした戦略
（１）上質な消費者が「ライフソリューションサービス」

におけるイノベーションの鍵

（２）「待ちの戦略」のジレンマの打破

（３）「ライフソリューションサービス」（BtoC）

におけるイノベーションは進展中

（４）戦略的な見切りのタイミングは近い



METI 経済産業省２－（１）日本の上質な消費者が「ライフソリューションサービス」のイノベーションの鍵

■ 情報家電の国際市場は約７億人であり、その中でも約２５％が高品質にこだわる層。その
ほとんどが日本に集中すると見られている。 世界一厳しい日本市場を制することが情報家
電市場における成功の鍵。

出所 JMR生活総合研究所「情報家電産業のリバイバル戦略」２２ページ



METI 経済産業省２－（２） 「待ちの戦略」のジレンマの打破

■ 待ちの戦略

「ライフソリューションサービス」におけるイノベーションを核とした戦略には危険も多い。これらの
サービスの開拓を優先して、すべての技術をオープンにすれば、そのサービスが失敗した場合、
徒に技術的優位性だけを喪失する可能性もある。そう考えると、得意な技術をブラックボックス化
したまま、新たな「ライフソリューションサービス」が出てきたら、その都度、最低限必要なインター
フェースを開発するという「待ちの戦略」も成立する。

■ 待ちの戦略が抱えるジレンマ

いずれネットワーク化が進むのであれば、「待ちの戦略」では後手に回る。「ライフソリューション
サービス」活性化の見通しが先に立てば、それに応えた技術のオープン化も、攻めの技術戦略も
可能となる。しかし、こうしたサービス活性化の見通しが立たないから、ブラックボックス戦略を維
持せざるをえなくなり、その結果、新たな「ライフソリューションサービス」も具体化しにくくなるとい
うジレンマを抱える。

■ 「ライフソリューションサービス」拡大に二の足を踏む理由

第一に、ネットワーク効果によって生まれた新たなレントを事業者間でどのように分配するかに
ついてルールがなく、リターンが読めない。

第二に、「ライフソリューションサービス」の価格弾力性が高く、そもそもどの程度のレントが情報
家電による新たなプラットフォームで生まれるのか、予測がつかない。

このため、「ライフソリューションサービス」事業のリスクが高すぎ、既に「待ちの戦略」でも膨大な
売り上げを上げている大企業の態度が一層硬化している。しかし、本来は、自社事業で「ライフソ
リューションサービス」を行うか何もしないかの二者択一ではなく、様々な事業者に対する投資も
含めた戦略的な投資のポートフォリオ管理が必要であろう。



METI 経済産業省２－（３） 「ライフソリューションサービス」におけるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝは進展中
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（資料）経済産業省「平成１５年度電子商取引に関する実態・
市場規模調査

■ 家計支出のサービスシフト

「ライフソリューションサービス」の市場展望は決して暗くない。ＢｔｏＣの電子商取引は急速に成
長。新規ビジネスの宝庫。家計全体の動向を見ても、「ライフソリューションサービス」へのシフト
は明確。決められたパイをモノで取り合うのではなく、積極的にサービスに打って出るだけの条
件は整いつつある。

■ ＢｔｏＣ（対消費者）の電子商取引市場規模

■ ネットバンキングとオンライン株取引の規模

インターネット株取引額の推移インターネット取引の口座数の推移

２０００年度末 ７４．６万口座

２００２年度末 ３０９．２万口座

２００４年度末 ４９５．５万口座（４年で６．６倍）

２００１年度 ２３．７兆円

２００２年度 ２８．９兆円

２００３年度 ８２．０兆円（２年で３．５倍）

インターネット株取引額の推移インターネット取引の口座数の推移

２０００年度末 ７４．６万口座

２００２年度末 ３０９．２万口座

２００４年度末 ４９５．５万口座（４年で６．６倍）

２００１年度 ２３．７兆円

２００２年度 ２８．９兆円

２００３年度 ８２．０兆円（２年で３．５倍）

■ 家計支出に占める家電製品とサービスのウエート比
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■ 情報家電をベースとした「ライフソリューションサービス」への期待

消費者が求めているのは、機械としての性能だけでなく、ライフスタイルを変えるような新たな提案。
情報家電にしても、本来は、こうした生活分野のイノベーションを支える道具であったはず。市場と
は、そうした限界的なリスクを張ろうとする人にこそ、限界的な利益を保証するもの。
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METI 経済産業省２－（４） 戦略的な見切りのタイミングは近い

■ 「待ちの戦略」を見切る決断のために必要な要素

第一に、Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ Ｋｉｔの活用を強めるアジア企業の攻勢に、日本の設計・生産戦略と製造能
力がどこまで耐えられるか。品質・性能面での差別化はいつまで続くのか。

第二に、下位企業や、市場不足の上流産業による海外流出を通じたノウハウ流出は食い止めら
れるのか。逆に、我が国下流企業の海外進出、海外市場獲得はどの程度成功するのか。

第三に、ＰＣの家電化がどの程度のスピードで進むのか。国内の過当競争が情報家電における
我が国の優位性を失わさせないか。

■ タイミング

サービス重視の戦略に即した技術開発と商品戦略の実現に要する時間を考えるなら、北京オリ
ンピックのある４～５年後を見据えた、今年か来年が見切りのタイミング。

2002        2003       2004        2005        2006        2007 2008

オリンピック/
Wカップ

デジタル放送

有線通信

車載

イベントと市況（出展みずほ証券）

出来事

日本 アテネ ドイツ 北京

日本
モバイル 欧米 アナログ打ち切り

ブロードバンド

ＰＣ

携帯電話

ＤＶＤ

フラットＴＶ

ゲーム

ノート 欧米

企業 Y2K買い換え
個人？

デジタルＡＶのＢＢ等との融合

カラー カラー本格カメラ カメラ本格＋GPS＋TV
3G? 4G?

モノクロ在庫

プレイヤー レコーダ
ホームサーバとの融合

デジタルカメラ

？

ＰＤＰ
ＬＣＤ

ＬＣＤ本格

ＰＳ３

デジタル家電の始まり

デジタル家電本格化



METI 経済産業省

３．戦略Ⅱ：

海外を中心とした市場における

量の確保を核とした戦略
（１）海外市場への積極的な進出

（２）上流工程の強みを活かした産業間連携の再強化



METI 経済産業省３－（１） 海外市場への積極的な進出

■ アジアを主軸とした市場展開

アジアは、情報家電の世界市場シェアを見るとまだ１６％だが、成長率は１２２％で最も高い。家電
分野でのアジア企業の追い上げも激しい。アジアでの成否は、世界市場戦略全体にも影響？



METI 経済産業省３－（１） 海外市場への積極的な進出

出所 経済産業省 新産

業創造戦略の概要

■ 上流の強みを活かした海外への販路開拓

狭義の情報家電市場は、２０１０年までの７年間で、５４兆円から９６兆円に成長。我が国は中でも、上

流工程に強みを発揮。これらをベースに、世界の市場を獲得する戦略性と、そのための技術開発の推

進、ブランド価値の確立、知的財産の保護、企業間連携の促進などを進め、緩みない投資を展開して

いくことが必要。



METI 経済産業省３－（２） 上流工程の強みを生かした産業間連携の再強化

■ 上流の強みを活かした海外への販路開拓

我が国は、単に上流に強いばかりでなく、電子材料、製造装置、それらを支える精密機械加工や金

型、基礎素材合成・調合アセンブルといった高度な技術を持った中小・中堅企業が集中的に存在。こ

れらと完成品メーカとの高度な摺り合わせによって、アジアにもない高度部材産業集積を実現。



METI 経済産業省

4．具体的な戦術と政策の方向性

（１）多層化する市場の可視化

（２）「ライフソリューションサービス」に関する

競争的なビジネス環境の整備

（３）強い技術・人材の確保

（４）情報家電を支える産業群という新たな産業構造の模索



METI 経済産業省４－（１） 多階層化する市場の可視化

■ コンシューマレポートの作成によるニーズの顕在化
作り手と買い手という二分法は徐々に形骸化し始めており、ネットコミュニティなどを通じた、マス

の消費者の中に眠る新たな顧客価値の発掘が動き始めている。このため、公的部門が評価指標
のフレームワークとベース指標を提供し、作り手と買い手が融合を更に促進する環境を整備し、
様々なビジネスや「ライフソリューションサービス」を支援する。

消費者の求める家電ライフスタイル メーカーが出す商品訴求（価格・スペック）
乖
離

コンシューマレポート

商品開発へのフィードバック情報家電への不満

消費者が見えない！
イノベーションの差異
が解らない

○ ＠コスメ（㈱アイスタイル）：http://www.cosme.net/cosme/asp/top/main.asp
化粧品の利用者の口コミ情報コミュニティや各種商品情報を提供。メーカからは独立。

○ トラベルドッグ（㈱ホンダ）http://www.travel-dog.com/
車に乗る愛犬家を対象としたコミュニティサービスの提供。ホンダユーザに限定しないサービス。

○ Ｐ－Ｋｅｉｔａｉ（㈱松下電器）http://fan.p-keitai.net/com/toppage/top.do
携帯電話を利用しているユーザーに、仲間作りの出来るネットコミュニティを提供。松下自身が提供。

○ 「おとりよせ．Ｎｅｔ」（㈱アイランド）http://www.otoriyose.net/
ネットで購入できるお取り寄せ商品の実際の利用者の口コミコミュニティを提供。

○ 「価格．ｃｏｍ」（㈱価格ｺﾑ） http://kakaku.com/
価格情報から商品情報まで、幅広い情報を消費者に提供。

ネットコミュニティ
などの例



METI 経済産業省４－（１） 多階層化する市場の可視化

■ 参照モデルの提供による「摺り合わせ戦略」の明確化

消費者ニーズが明らかになれば、次に複雑化し多様化する「ライフソリューションサービス」をどこ

で、どのように技術シーズと組み合わせていくかの戦略を検討できる土壌作りが必要。このため、大

手企業同士はもとより、これから参入しようとする事業者まで含めて、関係者が広く活用できるＩＴイ

ンフラとハード・ソフトの内容をより明確に理解できるような仕組みとしての参照モデルの提供が課

題となる。

製品開発
技術イノベーションの説明

サービス事業者

情報家電
参照モデル

品質保証・実現可能性

サービス開発と提供

メーカー

情報家電で何が出来るのか？
を可視化し共有消費者

製品開発・サービス開発・商品選択が実現できる言語・辞書の整備

消費者と作り手の直接的なコミュニケーションを増やし、様々なバックグランドを持つ事業者をＢｔｏＣのサービス市場
に引き込みつつ、自らも多階層化しつつある市場の実情を可視化することで、競争の効率性をあげていくことが重要



METI 経済産業省４－（１） 多階層化する市場の可視化
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情報家電を分析する観点

■ 参照モデルの構成と内容
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Physical Network

LSI/Device センサー

CPU

デバイスドライバ

CPU

Device Driver

アプリケーション

WM-DRM、Helix DRM、EMMS、UDAC-MB、OpenMG／Magic gate、ShellRights

MPEG-21
ATRAC3

ECHONET、HAVi

HTTP

Appliance Control

情報家電の技術参照モデル

メーカーが無意識にシステム
ＬＳＩや特定サービス用システム
として組込んでいる。内容はよく
分からないことも多い。

ビジネス・
アーキテクチャ
（ＢＡ）

データ・アーキテクチャ（ＤＡ）

アプリケーション・アーキテクチャ（ＡＡ）

テクニカル・アーキテクチャ（ＴＡ）

家庭に提供されるサービスの内容
（機能）と５Ｗ１Ｈの整理。

リアルタイム処理、ランダムアクセス処
理等ためにも必要な主立ったデータの
タイプと意味の整理。

様々なシステムやサービスの組み
合わせ方、構成の整理。

個々のシステムで使われる具
体的な技術の構成の整理。

メーカーが無意識にシステム
ＬＳＩや特定サービス用システム
として組込んでいる。内容はよく
分からないことも多い。

ビジネス・
アーキテクチャ
（ＢＡ）

データ・アーキテクチャ（ＤＡ）

アプリケーション・アーキテクチャ（ＡＡ）

テクニカル・アーキテクチャ（ＴＡ）

家庭に提供されるサービスの内容
（機能）と５Ｗ１Ｈの整理。

リアルタイム処理、ランダムアクセス処
理等ためにも必要な主立ったデータの
タイプと意味の整理。

様々なシステムやサービスの組み
合わせ方、構成の整理。

個々のシステムで使われる具
体的な技術の構成の整理。

辞書化して
公開（技術参照

モデルの場合）

情報家電アーキテクチャのフレームワーク

整理



METI 経済産業省４－（２）「ライフソリューションサービス」に関する競争的なビジネス環境の整備

■ 新事業の創出促進

ＬＬＰの創設。信託事業の規制緩和。最低資本金規制。新事業創出促進法。「ライフソリューショ
ンサービス」を妨げる不要な行政規制の排除など。

■ ブロードバンドインフラの整備と規制の緩和

物理層における冗長性／事業の安定性確保と、ネットワーク層における競争の確保の両立。技
術革新を阻害しない技術中立性などが、制度設計の基本思想。

■ コンテンツ産業の育成・強化

個々の使用に対する課金が可能な技術基盤を整え、その上でユーザの利便性を踏まえたビジ
ネスモデルを競いあえるような環境の構築。人材育成、知的財産保護など。

コンテンツを流通させる人 コンテンツを作る人現在

ＴＶ電波
映画館
通信キャリア
販売チャンネル

独
占
・
占
有

消
費
者 質の高いコンテンツを作るインセンティブが低下

流通を委ねなければならない

デジタル家電と通信インフラを生かしたあらたな流通の開発促進



METI 経済産業省４－（３）強い技術・人材の確保

■ 鍵を握るデバイス・ソフトウェアにおける優位性の確保

キーデバイス・ソフトなどに対する市場とコストを睨んだ技術戦略の強化と研究開発支援の強化

■ 品質管理に強い、最適屋の育成、維持、管理

商品のデザインと品質を決める摺り合わせの現場の質の維持

■ 組み込みソフトウェアの競争力強化

デジタル化で肥大化するソフトウェアの開発力強化に向けた、ソフトウエアエンジニアリングの強化、
人材の育成

出典： 東芝研究開発センター平山雅之氏資料
1989 19991996
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ソフトウェア不具合によるトラブル頻発
・携帯電話大量リコール（１２０億円損失の例）

→ 組込みソフトウェアでは、システマティック

な開発手法の実践不足。
・銀行決済システム、航空管制システムダウン

→ 受注ソフトウェアでは、特にユーザ・ベンダ

間での要求定義・定量的管理が不足。

情報家電や
ＢｔｏＣのサービス
のあらゆるシーンで、
ソフトウエアが活躍。

情報家電や
ＢｔｏＣのサービス
のあらゆるシーンで、
ソフトウエアが活躍。

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
産
業
界産学が英知を結集し

た取組が必要

高品質のソフトウェアを効率的に開発する技術（ソフトウェアエンジニアリング）の強化が急務。

欠
如

出典： 東芝研究開発センター平山雅之氏資料
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→ 組込みソフトウェアでは、システマティック

な開発手法の実践不足。
・銀行決済システム、航空管制システムダウン

→ 受注ソフトウェアでは、特にユーザ・ベンダ

間での要求定義・定量的管理が不足。

情報家電や
ＢｔｏＣのサービス
のあらゆるシーンで、
ソフトウエアが活躍。

情報家電や
ＢｔｏＣのサービス
のあらゆるシーンで、
ソフトウエアが活躍。
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ア
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高品質のソフトウェアを効率的に開発する技術（ソフトウェアエンジニアリング）の強化が急務。

欠
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如



METI 経済産業省４－（４）情報家電を巡る産業群という新たな産業構造の模索

■ 選択と集中の推進
大手メーカの間で勝負する商品領域の選択と集中を行い、それぞれが各分野で世界のトップシェアを取れるよ

うな体質を作る。
■ 研究開発プロジェクトの戦略的重点化と国際標準化への支援

消費者の最終需要に応えるシナリオを前提とした研究開発プロジェクトを推進。ユーザー認証方式やセキュリ

ティに対しての国際標準化を推進。

Application
（データの処理）

Presentation
（データの表現形式）

Session
（通信手順）

Transport
（端末間の通信制御）

Data Link
（ノード間のリンク制御）

Network
（ネットワーク内の通信制御）

Physical
（電気信号）

OSI 7層モデル
Layer Function

標準化へ向けた課題標準化へ向けた課題

・PCベースでの議論はなされているが、情報家
電の枠組みでは議論がされていない
・大学の研究レベルで留まっている
・実際のニーズが不明確なため、技術的な評価
が出来ない
・各メーカが独自に行っており、標準化に向けた
議論の場がない
・家庭内の利用に特化した共通化・標準化が
なされていない
・企業の独自規格が乱立し、市場原理に任せ
ていては、標準化が進まない

等

・PCベースでの議論はなされているが、情報家
電の枠組みでは議論がされていない
・大学の研究レベルで留まっている
・実際のニーズが不明確なため、技術的な評価
が出来ない
・各メーカが独自に行っており、標準化に向けた
議論の場がない
・家庭内の利用に特化した共通化・標準化が
なされていない
・企業の独自規格が乱立し、市場原理に任せ
ていては、標準化が進まない

等

標準化に向けた調査研究、
研究開発及び技術検証の
ための実証実験を支援

国
際
標
準
化
の
促
進

国国
際際
標標
準準
化化
のの
促促
進進

・プログラム認証・モジュール認証
・フェデレーティッド・アイデンティティ
・アクセス管理
・鍵管理
・個人情報保護
・リモートメンテナンスにおける基本
項目の定義
・インターネット側からの制御API

・ユーザ認証ユーザ認証
・著作権管理著作権管理
・ライセンス記述言語ライセンス記述言語
・センサーネットワーク等の末端通信センサーネットワーク等の末端通信
プロトコル、データフォーマットプロトコル、データフォーマット
・次世代次世代TVTVインタフェースインタフェース
・コンテンツ記述言語
・コンテンツ交換
・コンテンツ保護を満足する端末の
定義と認証方法
・コンテンツ2次利用
・TV電話用ゲートウェイ

・次世代ブラウザ次世代ブラウザ
・課金・決済課金・決済
・セキュリティセキュリティ
・機器・サービスの記述方法とディレ機器・サービスの記述方法とディレ
クトリサービスクトリサービス
・機器ID
・機器認証
・再生ソフト
・Webサービス

・ネットワーク間認証情報共通化

民間主導により解決民間主導により解決

・ライセンス記述言語
・情報家電プラットフォーム
・ネットワーク間認証情報共通化
・フェデレーティッド・アイデンティティ
・鍵管理
・個人情報保護
・リモートメンテナンスにおける基本項目定義
・インターネット側からの制御API
・コンテンツ2次利用
・再生ソフト

・ライセンス記述言語
・情報家電プラットフォーム
・ネットワーク間認証情報共通化
・フェデレーティッド・アイデンティティ
・鍵管理
・個人情報保護
・リモートメンテナンスにおける基本項目定義
・インターネット側からの制御API
・コンテンツ2次利用
・再生ソフト

新産業創造戦略のアクション
プログラムにおける標準化
最優先項目



METI 経済産業省４－（４）情報家電を巡る産業群という新たな産業構造の模索

■ 官民一体となった厳格な知的財産管理の徹底

技術が人やモノ（製造装置）に化体されることによって、安易に海外に流出することを防ぐ。また、
人材やノウハウの不要な海外流出防止など、知的財産戦略を強化する。

■ 高度部材産業集積の維持・強化

参照モデルを利用した技術ニーズの掘り出し

日本
高度な技術を持った
中堅・中小企業群

製造装置＆原材料

主要液晶部品メーカ

液晶パネル＆
液晶モジュールメーカ

システムＯＥＭ
（組み立てメーカ）

ブランドメーカ
欧州

日本

日本

台湾

米

日本

キャノン、ニコン（ＴＦＴ露光装置） 等

富士写真フィルム、ＪＳＲ（光学フィルム材料）

凸版印刷、大日本印刷（カラーフィルタ）

日東電工、住友化学（光学フィルム）

スタンレー電気（バックライト） 等

シャープ、日立、
ＴＭＤ、三洋 等

米

独

メルク
（液晶材料）

コーニング（ガラス）

ＴＩ（ドライバＩＣ）

台湾

ＡＵオプト、ＣｈｉＭｅｉ、
ＨａｎＳｔａｒ 等

WalMart、K-Marｔ、
BestBuy（量販店）

Dell、HP、Gateway、
（PCメーカ）

日本

シャープ、ソニー、
松下電器、日立、

東芝 等

サムソン電子、
ＬＧフィリップス

韓国

韓国

サムソン電子、
ＬＧフィリップス

フィリップス、
トムソン

BenQ、Teco、
サンポ

製造装置＆原材料

主要液晶部品メーカ

液晶パネル＆
液晶モジュールメーカ

システムＯＥＭ
（組み立てメーカ）

ブランドメーカ
欧州

日本

日本

台湾

米

日本

キャノン、ニコン（ＴＦＴ露光装置） 等

富士写真フィルム、ＪＳＲ（光学フィルム材料）

凸版印刷、大日本印刷（カラーフィルタ）

日東電工、住友化学（光学フィルム）

スタンレー電気（バックライト） 等

シャープ、日立、
ＴＭＤ、三洋 等

米

独

メルク
（液晶材料）

コーニング（ガラス）

ＴＩ（ドライバＩＣ）

台湾

ＡＵオプト、ＣｈｉＭｅｉ、
ＨａｎＳｔａｒ 等

WalMart、K-Marｔ、
BestBuy（量販店）

Dell、HP、Gateway、
（PCメーカ）

日本

シャープ、ソニー、
松下電器、日立、

東芝 等

サムソン電子、
ＬＧフィリップス

韓国

韓国

サムソン電子、
ＬＧフィリップス

フィリップス、
トムソン

BenQ、Teco、
サンポ



METI 経済産業省５．まとめ

日本
高度な技術を持った
中堅・中小企業群

製造装置＆原材料

主要液晶部品メーカ

液晶パネル＆
液晶モジュールメーカ

システムＯＥＭ
（組み立てメーカ）

ブランドメーカ
欧州

日本

日本

台湾

米

日本

キャノン、ニコン（ＴＦＴ露光装置） 等

富士写真フィルム、ＪＳＲ（光学フィルム材料）

凸版印刷、大日本印刷（カラーフィルタ）

日東電工、住友化学（光学フィルム）

スタンレー電気（バックライト） 等

シャープ、日立、
ＴＭＤ、三洋 等

米

独

メルク
（液晶材料）

コーニング（ガラス）

ＴＩ（ドライバＩＣ）

台湾

ＡＵオプト、ＣｈｉＭｅｉ、
ＨａｎＳｔａｒ 等

WalMart、K-Marｔ、
BestBuy（量販店）

Dell、HP、Gateway、
（PCメーカ）

日本

シャープ、ソニー、
松下電器、日立、

東芝 等

サムソン電子、
ＬＧフィリップス

韓国

韓国

サムソン電子、
ＬＧフィリップス

フィリップス、
トムソン

BenQ、Teco、
サンポ

製造装置＆原材料

主要液晶部品メーカ

液晶パネル＆
液晶モジュールメーカ

システムＯＥＭ
（組み立てメーカ）

ブランドメーカ
欧州

日本

日本

台湾

米

日本

キャノン、ニコン（ＴＦＴ露光装置） 等

富士写真フィルム、ＪＳＲ（光学フィルム材料）

凸版印刷、大日本印刷（カラーフィルタ）

日東電工、住友化学（光学フィルム）

スタンレー電気（バックライト） 等

シャープ、日立、
ＴＭＤ、三洋 等

米

独

メルク
（液晶材料）

コーニング（ガラス）

ＴＩ（ドライバＩＣ）

台湾

ＡＵオプト、ＣｈｉＭｅｉ、
ＨａｎＳｔａｒ 等

WalMart、K-Marｔ、
BestBuy（量販店）

Dell、HP、Gateway、
（PCメーカ）

日本

シャープ、ソニー、
松下電器、日立、

東芝 等

サムソン電子、
ＬＧフィリップス

韓国

韓国

サムソン電子、
ＬＧフィリップス

フィリップス、
トムソン

BenQ、Teco、
サンポ

日本
NOVA、MORA、

松井証券、アスクル、Nifty,Biglobe・・・

日本
楽天、ｻｲﾊﾞｰﾄﾞ、NTTDocomo、

JustSystem,等

日本
ｿﾆｰ、松下、Aplix,

Access等

韓国
ｻﾑｿﾝ

米国
MS,サン、ｵﾗｸﾙ
ﾍﾞﾘｻｲﾝ、Apple

米国
AOL

韓国
E-Coopratio等n

コアソフト、
認証・課金等
コアサービス

欧州
Nokia,

ｼｽﾃﾑ企画・構築
ｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
提供サービス

ライフソリューション
ｻｰﾋﾞｽ提供

やや分断傾向・・・やや分断傾向・・・

ネッ
ト・コ
ミュ
ニ

ティ

■ 情報家電とライフソリューション

今の情報家電はデジタル化の段階に止っている。そこ

では、厳しい価格競争と横並びの投資消耗合戦が待っ

ている。しかし、本来、産業構造は、商品を出すところで

はなく、消費者にサービス・便益を提供するところまで繋

がっている。

「ライフソリューションサービス」を活性化させ、上下の

市場を継ぎ直すとともに、多階層化した市場構造を可視

化し、様々なプレーヤーが参入しやすいシームレスな市

場を作ることが、産業政策として求められていないか。

また、同時に、デジタル化の段階に止まったままの情

報家電についても、選択と集中、効果的な垂直連携と海

外への積極的な進出によって、引き続き、競争力を維持

するため、官民で必要な協力を行っていくべきではない

か。

そのために、コンシューマモデル・参照モデルといった

可視化戦略、新事業促進や開放的なITインフラの整備

が必要であり、また、他方で、コアとなる技術・人材への

投資と、それらを巧みに継ぎ合わせる投資環境整備が

必要なのではないか。

日本
上質な消費者
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